
 

   平成２８年３月１７日 

 

                                        東京土地家屋調査士会 

 

 

企画研修「土地家屋調査士特別研修考査・過去問題の研究」の 

研修資料の公開について（お知らせ） 

 

  

さて，当会では，これまで，「 土地家屋調査士特別研修  」の考査の過去問題を題材に，

企画研修を開催してきたところでありますが，この度，この企画研修で使用した資料（第

４回～第９回特別研修）を別紙のとおり公開することと致したので，お知らせ致します。 

なお，当該資料等に関するご質問には回答いたしかねますので，ご了承ください。 

また，過去の土地家屋調査士特別研修の考査で出題された問題内容等は，日本土地家屋

調査士会連合会のホームページ（http://www.chosashi.or.jp/activity/training.html）

において公開されております。 

 

※ 土地家屋調査士特別研修とは，第１６２回国会における土地家屋調査士法の一部改

正・公布（平成１７年４月１３日法律第２９号）により，一定の条件を満たした土地

家屋調査士は，弁護士と協働して，民間紛争解決手続機関（ＡＤＲ）における代理人

となることができることとされ，その権能を付与するために実施される研修です。 

※ 



企画研修 

「土地家屋調査士特別研修考査・

過去問題の研究」 

研修資料 

※ 本資料に記述する解答内容は，東京土地家屋調査士が主催する企画研修 

において作成した解答の一例です。 

【 別 紙 】
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第４回（平成 21年）特別研修記述式問題 

第１問  

別紙のＡ及びＢの言い分に基づいて，以下の各小問に答えなさい。  

なお，別紙[概略図]はＡの言い分に基づく概略図である。  

 

[小問１] 

 認定土地家屋調査士Ｘが，Ａの代理人として，平成２１年４月時点において，民間紛

争解決手段としての調停を申し立てようとする場合(弁護士との共同受任を前提とす

る。)，申立の趣旨をどのように記載すべきか。簡潔に記載しなさい。 

 

相手方は申立人に対し，別紙概略図表示のイ・ウ・エ・オ・イの各点を順次直線で結

んだ範囲の部分約１０平方メートルの土地を明け渡せ。 

  

 

[小問２] 

小問１で解答した申立の趣旨は，Ｂに対するどのような法的請求か，簡潔に記載しな

さい。  

所有権に基づく返還請求権としての土地明け渡し請求権。  

 

[小問３] 

Ａが主張するように，別紙概略図のウ・エを結ぶ線が甲地と乙１地の境界であること

を推認させる具体的事実はどのようなものがあるか，箇条書きで簡潔に記載しなさい。  

・イ・ウ・エ・オ・イの各点を順次直線で結んだ範囲の土地は，Ｍが平成元年４月１日

からＮに駐車場として無償で貸していたこと。 

・ア・イ・ウ・エ・オ・キ・カ・アの各点を順次直線で結んだ範囲の実測面積が登記面

積の１５０㎡にほぼ合致すること。   

・エに古い境界石があること。 

・ウ・エを結ぶ直線を境界とすると，甲地，乙地がそれぞれ１５０㎡になり昭和３９年

４月２５日のＬ相続時の実測面積（甲地，乙地ともにほぼ１５０㎡）と合致すること。 

 

  

[小問４] 

Ｂが別紙概略図のイ・ウ・エ・オ・イの各点を結んだ範囲の土地の時効取得を主張す

る場合，民法上の要件としてどのような要件が必要となるか。また，Ｂは取得時効の起

算点としてどの時点を主張すべきか。その結論と理由を簡潔に記載しなさい。 
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第４回（平成 21年）特別研修記述式問題 

 

要件 

・時効取得の主張（意思表示） 

・１０年以上所有の意思をもって平穏かつ公然と占有していること。 

・所有者であると信じることについて過失のないこと。 

 

結論 

 昭和３９年４月２５日を起算点とする。 

 

理由 

  Ｎは昭和３９年４月２５日の相続時から所有の意思を持って平穏かつ公然と本件

土地を占有してきた。また，Ｐも平成８年３月１０日の相続時から所有の意思を持っ

て平穏かつ公然と本件土地を占有してきた。ＰはＮを，ＢはＰの占有を承継し，Ｎの

占有開始から１０年以上経過しているから。 
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第４回（平成 21年）特別研修記述式問題 

[Ａの言い分]  

本件土地(甲地)は，平成１２年６月１５日に私の父Ｍから相続したものです。さらに

その前は，祖父Ｌが甲地を所有していました。祖父Ｌは甲地の他に隣地である乙１地及

び乙２地を併せた土地（乙地）を所有していました。父には弟Ｎがいて，祖父が昭和３

９年４月２５日に亡くなったときに，「居住地(甲地・乙地)をＭ及びＮに２分の１宛相

続させる。」という遺言に基づいて平等に半分宛相続し，父が甲地を，叔父Ｎが乙地を

相続した，と聞いています。不動産登記上は，甲地が約１５０㎡，乙地が約１６０㎡と

なっていますが，往年実測したときには両方の面積はほぼ同一(約１５０㎡宛)だったよ

うです。そもそも祖父は甲地に居住しており，その後昭和２４年ころ隣地の乙地を購入

したのですが，父は生前，昭和３９年４月の相続のときに実測してみたら甲地と乙地の

面積がほぼ同じだったので，父がもともと家の建っていた甲地を相続したのだ，と話し

ておりました。なお，現在の甲地と乙１地および乙２地の境界(ア・イ・ウ・エを結ん

だ線)は当時から変わっていないと聞いておりますが，なにしろ古いことなので昭和３

９年当時の測量図面は残っておりませんが，エ点付近には古い境界石が存在しています。  

他方，叔父Ｎは平成８年３月１０日に亡くなっており，私のいとこにあたるＰとＱ

が乙地を乙１地と乙２地に分割して，Ｐが乙１地に，Ｑが乙２地に，それぞれ居住し

ておりましたが，乙２地と甲地との境界については現在にいたるまで争いはありませ

ん。また，乙１地との境界付近については，つい最近までＰが駐車場として自動車を

おいておりましたが，これは，平成元年４月１日のことだと聞いておりますが，父Ｍ

の代に叔父Ｎから自動車を置かせて欲しい，という話があって，それ以来ただで使わ

せております。  

ところが，昨年乙地を所有していたＰが事業に失敗して，Ｂが乙１地を購入してか

ら，イ・オを結んだ線が甲地と乙１地の境界ではないか，Ｐからそういう話として乙

１地を譲り受けた，と言い出したのです。問題のイ・ウ・エ・オ・イの範囲の土地は，

現在でもＢが駐車場として使っておりますが，私としては長年ただで使わせてやって

いたのに，これを口実にでたらめを言い出したＰもＢも許せません。甲地と乙地の境

界がア・イ・ウ・エを結んだ線であることは，エ点に境界石があることでも明らかで

すし，仮にＢの言うとおり，甲地がア・オ・キ・カ・アの範囲だとすると，約１４０

㎡になってしまいます。ですから，イ・ウ・エ・オ・イの範囲の土地をＢから取り戻

して境界をはっきりさせたい，と思っております。 
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第４回（平成 21年）特別研修記述式問題 

[Ｂの言い分]  

私は昨年(平成２０年)の１２月１０日に友人であるＰから頼まれて，Ｐの借金の整

理のために乙１地を購入しました。その際，甲地と乙１地の境界がはっきりしません

でしたので，Ｐに境界はどうなっているのか，と尋ねたところ，Ｐの父であるＮが亡

くなったときに，ＰとＱとの間で旧乙地を半分宛に分割して，Ｐが乙１地をＱが乙２

地を相続した，ということでした。この経緯は登記事項証明書上もはっきりしており

ましたし，Ｐの弟であるＱの所有する乙２地は境界が明確であり，きっかり８０㎡あ

りましたので，なるほどア・イ・オを結んだ線が甲地と乙地の境界で，乙１地も８０

㎡あるのだな，と納得しました。隣地の所有者であるＡはＰ及びＱのいとこである，

とのことでしたが，Ｑの話によると，共通の祖父Ｌが亡くなったときに，Ａの父Ｍが

甲地を，Ｐ及びＱの父Ｎが乙地を相続することになって，遺産分割協議書もできてい

る，とのことでした。Ｑからは，「甲地をＭが，乙地をＮが相続する。」旨の古い遺

産分割協議書も見せてもらいました。これを受けて，購入前に現地を見に行きました

が，丁度Ａは留守でした。現状は，甲地と乙１地との境界付近はＰが使っている駐車

場になっており，駐車場の縁石，つまりイ・オの線はほぼ甲地と乙２地の境界の延長

線上にもありましたし，甲地と乙１地との間に境界の争いがあるとは夢にも思わずに

乙１地を購入したのです。  

購入後，今年の１月に初めてＡのところに挨拶に行って，「この度乙１地を購入させ

ていただいたＢです。」と挨拶しました。その際に，Ａに対し，「甲地と乙１地の境界

は駐車場になっているイ・オを結んだ線ですよね。」と確認したところ，Ａは「いえい

え。ウ・エを結んだ線ですよ。イ・ウ・エ・オ・イの範囲は父の代から駐車場としてＰ

に貸しているのですよ。」というのでびっくりしてしまいました。私としては，昭和３

９年の相続の時点でＭが甲地をＮが乙地を相続する旨の遺産分割協議がなされている

こと，平成８年４月にＮの相続に伴って旧乙地が乙１地と乙２地の半分に分割されたこ

と，乙１地は登記事項証明書上８０㎡あるのに，ウ・エを結んだ線を境界とすると乙１

地が７０㎡しかなくなってしまうこと，をＡに説明しましたが，Ａは「それは登記簿の

面積が間違っているのだ。」と言って取り合ってくれません。  

また，駐車場として貸している，という話についてもＰに確認したところ，「いや，

あの駐車場はＡから借りているわけではない。第一，駐車場としての料金を払っていな

い。」という回答でした。私としては，乙地を乙１地と乙２地に分筆した経緯からして

も，乙１地が８０㎡となるイ・オを結んだ線が甲地境界であることは明らかだと確信し

ております。 
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第４回（平成 21年）特別研修記述式問題 

［概略図］ 
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第４回（平成 21年）特別研修記述式問題 

第２問  

認定土地家屋調査士甲は，過去３年にわたり株式会社Ａ不動産から１か月に１度は土

地の分筆登記手続業務等を依頼され，継続的に株式会社Ａ不動産の業務を行っていた。  

(1) 甲は，ＢからＢの所有地を分筆するため，これに隣接する株式会社Ａ不動産の所有

する土地との筆界を明らかにするための調査及び測量を依頼された。甲はこの依頼を受

けることはできるか。結論を解答用紙の結論欄に，理由を理由欄に２００字以内で記載

しなさい。  

結論 甲はＢからの依頼を受けることができる。 

 

理由 甲は㈱Ａ不動産より継続的に業務を受託しているものの，これは㈱Ａ不動産とＢ

の間での筆界特定手続代理関係業務，または民間紛争解決手続代理関係業務では

ないため，土地家屋調査士法第２２条の２には該当しない。同法第２２条により

依頼に応ずる義務がある。 

 

(2)甲は，前記(1)の業務を行ったが，境界に関する両者の意見が異なり，両土地の筆界

を確認することができなかった。その後，甲は，Ｂよりその両土地の筆界を明らかでな

いことを原因とする紛争を解決するために，弁護士とともに代理人となって株式会社Ａ

不動産を被申立人として，民間紛争解決機関に調停を申し立ててほしいとの依頼を受け

た。甲は，この依頼を受けることはできるか。結論を解答用紙の結論欄に，理由を理由

欄に２００字以内で記載しなさい。 

結論 甲はＢからの依頼を受けることは法的には問題ないが，控えるべきである。 

 

理由 甲はＢから受託した本件土地の分筆登記のため㈱Ａ及びＢの所有地の筆界確認に

関与した。この業務は筆界特定手続代理関係業務又は民間紛争解決手続代理関係

業務にはあたらないため，土地家屋調査士法第２２条の２第３項には該当しない。

しかし甲は㈱Ａ不動産より継続的に業務を受託しいる事実があり，民間紛争解決

手続代理関係業務に対しＢから不信感を持たれる要因となる。従って受託するべ

きではない。 
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第５回（平成22年） 

土地家屋調査士特別研修考査 

 

記述式問題 
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第５回（平成 22年）特別研修記述式問題 

第１問 

別紙記載のＡ及びＢの言い分に基づき，以下の各小問に答えなさい。 

[小問１] 

 認定土地家屋調査士ＸがＡの代理人として，平成２２年４月時点において，民間紛争

解決手段として調停を申し立てようとする場合（弁護士との共同受任を前提とする。），

申立ての趣旨をどのように記載すべきか。簡潔に答えなさい。 

 

 相手方は，申立人に対し，別紙概略図表示のイ・ウ・ク・ケ・イの各点を順次直線で

結んだ範囲の部分２．５平方メートルの土地を明け渡せ。 

 

 

 [小問２] 

小問１で回答した申立ての趣旨は，Ｂに対するどのような法的請求か，簡潔に記載し

なさい。  

所有権に基づく返還請求権としての土地明け渡し請求権。 

 

 [小問３] 

Ａが主張するように，別紙概略図のウ・クを結ぶ直線が甲土地と乙土地の所有権の境

界であることを推認させる具体的事実はどのようなものがあるか，箇条書で簡潔に記載

しなさい。  

 

・ ウ及びクには境界石が設置されていること 

・ 甲土地及び乙土地の登記簿上の面積と実測面積はほぼ合致しており，それに基づ

く境界線であるエ・キを結ぶ直線は，甲土地と乙土地の筆界と推認できること。

すなわち，ウ・クを結ぶ直線は，筆界ではないと推認できること。 

・ 甲土地を購入したときの値は１平方メートルあたり２０万円であったところ，

ウ・エ・キ・ク・ウの各点を順次直線で結んだ範囲の土地の面積は２．５平方メ

ートルであり，これはＢの父Ｎが買い増しのための代金として持っていた５０万

円で買える面積と合致すること。 

・ ガス管及び水道管が，ほぼウ・クを結ぶ直線上に敷設されていること。 
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第５回（平成 22年）特別研修記述式問題 

[小問４] 

 別紙概略図のイ・ウ・ク・ケ・イの各点を順次直線で結んだ範囲の土地の取得につい

て，Ｂがする主張に関して(1)，（2），（3）の問いに答えなさい。 

(1) Ｂが時効取得を主張する場合，民法上の要件としてどのような要件が必要となる

か，箇条書で簡潔に記載しなさい（民法上の推定規定があるものも記載すること。 

・ 占有の開始から所有の意思を持っていること。 

・ 占有が平穏かつ公然とされていること。 

・ 占有の開始時に所有者であると信じ，またそのことについて過失のないこと。 

・ 占有が１０年以上継続していること。 

・ 中断がないこと。 

 

(2) （1）において，Ｂが占有の継続を主張する場合，具体的にはどのような事実を主

張すればよいか，箇条書で簡潔に記載しなさい。 

土地の買い増し後の平成１２年３月３１日頃からイ・ケを結ぶ直線上に生垣を植え，

そこまでの範囲を自宅の敷地として利用を開始したこと。 

・ 平成１９年５月３１日に死亡した前所有者Ｎの占有を承継すること。 

・ Ｎの占有を承継した後，現在まで占有していること。 

・ 占有開始から現在まで時効中断はないこと。 

・ 暴行強迫による占有でないこと。 

 

(3) Ｂがする主張として時効取得以外にどのようなものがあるか，具体的に記載しな

さい。 

Ｎが平成１２年２月末日にＭから購入した土地は，イ・エ・キ・ケ・イの各点を直

線で結んだ範囲の土地であるとする，売買による取得の主張。 
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第５回（平成 22年）特別研修記述式問題 

〔Ａの言い分〕 

１ 私Ａは，現在２３歳であり，甲土地の所有者です。甲土地は，平成１１年１２月１

日，もともとア・エ・キ・コ・アの各点を直線で結ぶ土地（１００平方メートル）で

あり，大工職人であった父Ｍが，前主であるＣから，２０００万円で購入したもので

す。全くの同時期に，Ｂの父Ｎが，同一所有者Ｃから，甲土地の隣地であるエ・オ・

カ・キ・エの各点を直線で結ぶ土地（９０平方メートル）を購入しております。私と

Ｂとは，同じ学校に通う同級生で，幼なじみでした。 
２ 平成１２年１月頃，Ｂの父Ｎから，私の父Ｍに対して，甲土地の一部を売却してほ

しい，と申し入れがありました。私の父Ｍは，その申し入れを承諾し，ウ・エ・キ・

ク・ウの各点を直線で結ぶ土地（２．５平方メートル）を，Ｂの父Ｎに売却しました。

私が父から，その時の事情を聞いたところ，Ｂの父は，土地の買い増しのための購入

代金として５０万円しか持っておらず，その当時，甲土地は少し値上がりしていたの

ですが，仕入れた値段でＢの父に売却したということでした。また，売却の際，Ｂの

父Ｎと立ち会って，売却する部分を確認した上で，ウ，クの各点に境界石を入れた，

ということです。Ｂは，「父Ｎは，イ・エ・キ・ケ・イの各点を直線で結ぶ土地（５

平方メートル）を購入した。両土地の境界線は，イ・ケを結ぶ直線である。」と主張

していますが，間違っています。なお，甲土地の一部の売却については，分筆，移転

登記はされておりません。 
３ 購入当初から両土地の整地がされ，平成１２年２月初旬にはガス管，水道管の敷設

工事がされました。ガス管，水道管は，ほぼウ・クを結んだ直線上に敷設されていま

す。これらの工事費用は，私の父Ｍが全額を支払い，その後に，費用の半分をＢの父

Ｎからもらっているとのことです。Ｂは，私の父Ｍが発行した領収証があると言って

いるようですが，土地の購入代金ではなく，工事費用の半分の領収証であると思いま

す。 
４ 私とＢの家の間には，平成１２年３月３１日頃から，イ・ケを結ぶ直線上に背丈１

メートルほどの高さの生垣があります，生垣は，イ・ケを結ぶ直線上に植えてあると

いうことですが，私の父Ｍは，ずっと，ウ・クを結ぶ直線上に植えてあるものと思っ

ていました。境にある生垣は，最初にＢの父Ｎが植えたと聞いておりますが，境界線

を越境しているのを知って植えたのだと思います。 
５ 私とＢは，勉強もよくでき，難関私立大学を目指して一緒に受験勉強をしていたの

ですが，私が合格し，Ｂが不合格になった頃（平成１７年頃）から，親同士，子供同

士の仲があまりよくなくなり，行き来もなくなりました。その頃，私の父は，ガス管，

水道管の補修工事をした際，生垣が境界線を越境して植えられていることに気が付き

ました。そこで，私の父は，ウ・クを結ぶ直線が正しい境界線だと主張していたよう

ですが，Ｂの父はがんとして否定していたようです。私の父は，法律的知識もなく，

また，隣人との揉め事を，裁判などをやって大きくしたくなかったので，不満を持ち

ながらもそのままにしておりました。また，平成１９年に，Ｂの父Ｎが死亡し，息子

であるＢが相続したので，私の父も気勢をそがれてしまったところがあるのです。 
６ その争いが本格化したのは２年前の平成２０年のことです。私は，４月のゴールデ
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第５回（平成 22年）特別研修記述式問題 

ンウィークを利用して父を連れて海外旅行に２週間ほど行っていました。その頃，父

の苦労を慰労するために，親子２人でヨーロッパを周遊したのです（母は既に他界し

ておりました。）。その旅行から帰国して庭を見ると，生垣ぎりぎりのところに，倉庫

（サ・シ・ス・セ・ソ・タ・サの各点を結ぶ建物）が建築されているのです。その倉

庫は，私の父が境界線だと主張しているウ・クを結ぶ直線を超えて，建築されていま

した。私の父は激怒し，Ｂに文句を言いに行きましたが，Ｂは，「お宅との境界線は

生垣のところだから，自分の土地の上に倉庫を建ててどこが悪いのだ。自分の荷物が

一杯になったし，自分の軒下に自転車やオートバイを置いておくと雨に濡れるので，

倉庫を建てたのだ。」と言って，全く聞く耳を持たなかったということです。 
７ このことがきっかけで，私の父は体調を崩し，Ｂを恨みながら１年前にこの世を去

り，私が甲土地を相続しました。今般，土地家屋調査士の先生に，父が残した資料等

を提出し，現地の調査，測量をしたところ，次のことが分かりました。 
  ① 甲土地の登記簿上の面積は１００平方メートル，乙土地の登記簿上の面積は９

０平方メートルとなっており，実測面積もほぼそれに合致しており，それに基づ

く境界線エ，キを結ぶ直線となること。 
  ② イ・ウ・ク・ケ・イの各点を順次直線で結ぶ範囲の土地の実測面積は２．５平

方メートルであること。 
８ 私とすると，亡き父の恨みを晴らして墓前に報告するために，Ｂに対して法的手段

をとることも辞さない覚悟でおります。私は，Ｂが建築した倉庫を取り壊し，イ・ウ・

ク・ケ・イの各点を順次直線で結んだ範囲の土地を取り戻して境界をはっきりさせた

い，と思っております。 
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第５回（平成 22年）特別研修記述式問題 

〔Ｂの言い分〕 

１ 私は，現在２３歳であり，乙土地の所有者です。乙土地は，平成１１年１２月１日，

私の父Ｎが，エ・オ・カ・キ・エの各点を直線で結んだ範囲の土地（９０平方メート

ル）を，前主であるＣから，代金１８００万円で購入したものです。私の父は，理系

出身であり，不動産の知識はあまりありませんでした。 
２ 購入当初から両土地の造成，整地がされ，平成１２年２月初旬にはガス管，水道管

の敷設工事がされました。これらの工事費用は，Ａの父，私の父の折半で直接工事業

者に支払っているとのことです。なお，ガス管，水道管がほぼウ・クの直線に沿って

敷設されているということですが，私の父は，工事のことは，Ａの父に任せており，

知らなかったと思います。 
  平成１２年１月頃，私の父は，Ａの父に，甲土地と乙土地を等面積にして欲しいと

申し入れ，２月末日に，甲土地のイ・エ・キ・ケ・イの各点を直線で結んだ範囲の土

地５平方メートル分を１２０万円で買い取ったということです。平成１２年２月頃の

甲土地の価格は，購入当初から少し値上がりし，１平方メートル当たり２４万円程度

であったと聞いています。私の手元には，Ａの父が発行した平成１２年２月末付けの

領収証があります。領収証には，内訳は書いてありませんが，工事代金は工事業者に

直接支払っているはずであり，Ａの父が私の父あてに発行したということは，工事代

金ではなく，土地の購入代金の領収証であると思います。 
３ 私とＡの自宅は，平成１２年３月末頃に完成しました。私とＡの家との間には，平

成１２年３月３１日頃から，イ・ケを結ぶ直線上に高さ１メートルほどの生垣が植え

られていました。生垣は，最初に私の父が植えたものであり，土地を買い増したため

に，イ・ケの直線上に植えたものと思います。 
４ 私とＡは仲が良かったのですが，高校を卒業した平成１７年頃から，親同士，子供

同士の仲があまりよくなくなり，行き来もなくなりました。その頃，Ａの父が私の父

に，「両土地の境界を明らかにしたい。境界線としてはウ・クを結ぶ直線が正しいは

ずだ。」と言ってきたということです。私の父は，「これまで長年，生垣が植えられて

いるところを境界線として，お互いに何の文句もなく生活してきたのだから，今更そ

んなことを言われても困る。」と言ったところ，引き下がったということです。平成

１９年５月３１日に，私の父が死亡し，私が乙土地を相続したのですが，Ａの父から

境界について文句を言われたことはありませんでした。その当時，私はまだ大学生で

あり，土地の境界等に関する知識も全くありませんでした。 
５ 今から２年ほど前に，私は，自宅建物の荷物が増えたのと，趣味のオートバイを入

れるために，倉庫（サ・シ・ス・セ・ソ・タ・サの各点を直線で結ぶ建物）を建築し

ました。Ａの父は私に，「どうして境界を越えて無断で倉庫を建てたのか。」と怒って

言って来ました。私は，「お宅との境界線は生垣のところだから，自分の土地の上に

倉庫を建てるのにお宅の了解は要らないはずです。」と言ったところ，納得できない

様子でしたが帰って行きました。私は，境界は生垣のところだと思っており，既成事

実を作るために，倉庫を建築したのではありません。 
６ 私とすると，父が買い増しをしたのですから，甲土地との境界はイ・ケを結ぶ直線
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第５回（平成 22年）特別研修記述式問題 

であると考えております。仮にそうでなくても時効が成立していると思います。Ａは，

私に対して法的手段を採ると息巻いているようですが，正義は勝つと思いますので，

適正に対処してください。 
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第５回（平成 22年）特別研修記述式問題 

第２問  

 認定土地家屋調査士Ａは，土地家屋調査士法人Ｂ（民間紛争解決手続の代理業務を受

任できる土地家屋調査士法人とする。）の使用人であるが，Ｂが依頼者Ｘから受任した

Ｘの所有する甲地と隣地の乙地との境界に関する乙地の所有者Ｙ社との間の民間紛争

解決手続の代理業務について，その申立てとその手続に関する一切をＢの使用人として

担当した（ただし，弁護士Ｃとの共同受任を前提とする。）。 

(1） ＸとＹ社との民間紛争解決手続終了前に，Ａは，Ｙから乙地について筆界特定手

続の代理を受任することは土地家屋調査士法上可能か。結論を結論欄に，理由を理

由欄に１５０字以内で記載しなさい。 

結論 Ａは，Ｙから筆界特定手続の代理を受任することはできない。 

 

理由 ＢはＸから，甲地と乙地との境界について民間紛争解決手続の代理を受任し

ている。Ｂの使用人Ａは，Ｙから乙地と甲地の筆界について筆界特定手続の代

理を受任することは，調査士法（第２２条の２第２項第６号）上できない。 

依頼が他の筆界に関する筆界特定手続の代理である場合にも，Ｘの同意がな

い限り受任できない。（同条第２項柱書）（１３３字）（括弧内除く） 

 

（2） ＡがＹ社との民間紛争解決手続中に，土地家屋調査士法人Ｂを退職して同手続の

担当をしなくなった後，Ｙからの乙地についての筆界特定手続の代理を受任するこ

とは土地家屋調査士法上可能か。結論を結論欄に，理由を理由欄に１５０字以内で

記載しなさい。 

結論 Ａは，Ｙから筆界特定手続の代理を受任することはできない。 

 

理由 Ｂの使用人であったＡは，甲地と乙地との民間紛争解決手続の代理業務を担

当していたので，Ｙから乙地と甲地の筆界について筆界特定手続の代理を受任

することは，調査士法（第２２条の２第２項第４号）上できない。（８５字）

（括弧内除く） 
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第６回（平成 23年）特別研修記述式問題 

第１問 

別紙記載のＡ，Ｂ及びＣの言い分に基づき，以下の各小問に答えなさい。 

[小問１] 

 認定土地家屋調査士ＸがＡの代理人として平成２３（２０１１）年４月時点において，

Ｂ及びＣに対して，民間紛争解決手続として調停を申し立てようとする場合，Ｃに対す

る申立ての趣旨をどのように記載すべきか（弁護士との共同受任を前提とする）。 

 相手方は申立人に対し，別紙概略図のキ・エを結ぶ直線より西に出ているＣ所有

の丁建物のケ・コ・サ・セ・ケを結んだ範囲の建物の部分（及び自転車置場と家庭

菜園）を撤去し，別紙概略図ク・ウ・エ・キ・クの各点を順次直線で結んだ範囲の

土地を明け渡せ。 

 

 [小問２] 

小問１で記載した申立ての趣旨は，Ｃに対するどのような法的請求か，簡潔に記載し

なさい。  

 所有権に基づく返還請求権としての土地明け渡し請求権。 

 

 [小問３] 

別紙概略図のク・ウ・エ・キ・クの各点を順次直線で結ぶ範囲の土地の所有権又は賃

借権の取得について，Ｂ又はＣがする主張に関して，(1)から(3)までの問に答えなさい。 

(1) Ｃの法的主張にはどのようなものがあるか。考えられる主張を具体的に記載し

なさい。 

 別紙概略図のク・ウ・オ・カ・クの各点を順次直線で結んだ範囲の土地を，平成

１０年４月１日に所有者Ｂより，借地として引渡しを受けたものである。 

 

(2) Ｂが土地所有権の時効取得を主張する場合，民法上，時効取得の要件としてど

のような要件が必要となるか。列挙して簡潔に示しなさい（民法上の推定規定が

あるものも記載すること。）。 

・占有の開始から所有の意思を持っていること。 

・占有が平穏かつ公然とされていること。 

・占有の開始時に所有者であると信じ，またそのことについて過失のないこと。 

・占有が１０年以上継続していること。 

・中断がないこと。 
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第６回（平成 23年）特別研修記述式問題 

 

(3) Ｂが土地所有権の時効取得を主張するにあたり，以下の事項について答えなさ

い。 

  ① 時効はいつ完成したと主張するか。 

平成２０年４月１日が経過した時点。 

   

  ② ①の時点を時効完成時点として，Ｂが自己の所有地として占有していると考

えられる事情について，具体的に列挙して記載しなさい。 

・別紙概略図のク・ウ・オ・カ・クの範囲をＣに賃貸していること。 

・Ｃが丁建物のほか，家庭菜園，自転車置場として占有していること。 
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第６回（平成 23年）特別研修記述式問題 

第２問  

(1) 認定土地家屋調査士Ａは，土地家屋調査士会が協力して市役所で開催している無料

相談会において，相談に訪れたＸから，公図や登記事項証明書等の関連資料の提示を

受けながら，自宅の敷地（甲地）と隣地（乙地）との境界が不明で，乙地所有者Ｙと

の間に言い分の食い違いがあるなど，紛争の状況について具体的な説明を受けた。 

この日，相談時間は３０分間と限られていたため，Ａは，一般的な解決方法として，

任意交渉，筆界特定手続，民間紛争解決手続等があることを抽象的に説明するにとど

め，別途，相談日を設けてＡの事務所で相談の続きを行うこととした。 

ところが，その後，Ｘから連絡が入り，続きの相談はキャンセルとなった。 

そして，その１か月後，Ａは，知人に紹介されたＹから，「甲地と乙地との境界に

関し，Ｘから民間紛争解決手続の申立てがなされたので，私の知っている弁護士と共

同で私の代理人になってほしい。」と依頼された。 

Ａは，この依頼を受けることはできるか。 

結論を解答用紙の結論欄に，理由を理由欄に２００字以内で記載しなさい。 

    

（結論欄） 

 ＡはＹからの依頼を受けることはできない。 

 

（理由欄） 

 ＡはＹの相手方であるＸから無料相談会において，甲地と乙地についての境界紛

争の状況について具体的な説明を受けた。 

これに対し，Ａは一般的な解決方法を抽象的に説明した。 

 従って，本件は協議を受けて賛助をしたとは言えないまでも，その協議の程度及

び方法が，信頼関係に基づくものと認められ，調査士法第２２条の２第２項第２号

に抵触するため，依頼を受けることはできない。 
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 (2) 上記事例において，Ｘが無料相談会に資料を一切持参せず，紛争内容の説明が抽

象的・概略的なものにとどまっており，かつ，Ｙからの依頼がＸの相談を受けてか

ら１年後のことであった場合は，Ａは，Ｙからの依頼を受けることはできるか。 

  結論を解答用紙の結論欄に，理由を理由欄に１５０字以内で記載しなさい。 

 

（結論欄） 

 ＡはＹからの依頼を受けることができる。 

 

（理由欄） 

 ＡはＹの相手方であるＸから，１年前に無料相談会において相談を受けたことが

あるが，物件を特定する資料は無く，抽象的・概略的なものにとどまっており，そ

の協議の程度及び方法が信頼関係に基づくものとは認められず，依頼を受けること

ができる。 
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第７回（平成 24年）特別研修記述式問題 

第１問 

別紙記載のＡ及びＢの言い分に基づいて，以下の各小問に答えなさい。 

なお，解答に当たり建物を特定して記載する必要があるときは，別紙概略図に記載し

たとおり，共同住宅を「丙」，駐輪用の建物を「丁」と記載すれば足りる。 

[小問１] 

 認定土地家屋調査士Ｘが，Ａの代理人として，民間紛争解決手段としての調停を申し

立てようとする場合に（弁護士との共同受任を前提とする。），申立ての趣旨をどのよ

うに記載すべきか。簡潔に記載しなさい。 

相手方は申立人に対し，別紙概略図の建物丁を収去し，別紙概略図のイ・ウ・カ・

キ・イの各点を順次直線で結んだ範囲の土地を明け渡せ。 

 

 [小問２] 

Ｂが，別紙概略図のイ・ウ・カ・キ・イの各点を順次直線で結んだ範囲の土地（以下

「本件土地」という。）について，平成４年３月１日を起算点，平成２４年３月１日を

完成時とする所有権の時効取得を主張することができるか，結論と理由を簡潔に記載し

なさい。  

Ｂは，２０年間の時効取得を主張することはできない。 

Ｂは，別紙概略図のイ・ウ・カ・キ・イの各点を順次直線で結んだ範囲の土地を，

平成４年３月１日から父Ｍの相続が発生した平成１２年２月２日まで，丙及び丁の

敷地として占有していたが，父Ｍの承諾を得て無償使用していた他主占有である。

所有の意思をもっての自主占有の期間は２０年である必要があるが，この要件を満

たさない。 

 [小問３] 

Ｂが，本件土地について，平成１２年２月２日を起算点，平成２２年２月２日を完成

時とする所有権の時効取得を主張する場合に，民法上の要件としてどのような要件が必

要となるか，箇条書で簡潔に記載しなさい（民法上の推定規定があるものについても記

載すること。） 

・占有開始から所有の意思を持っていること。 

・占有が平穏かつ公然とされていること。 

・占有の開始時に所有者であると信じ，またそのことについて過失のないこと。 

・占有が１０年以上継続していること。 

・中断がないこと。 
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第７回（平成 24年）特別研修記述式問題 

[小問４] 

小問３において，時効取得の要件を満たすために，Ｂは，どのような事実を主張しな

ければならないか，具体的に記載しなさい。 

Ｂは，甲地を平成１２年２月２日に父Ｍから相続により取得し，所有の意思

を持って占有を開始した。Ｂは，父Ｍの話から，ケヤキの切り株のあったイ点

とキ点を直線で結んだ線を甲地と乙地との境界であると認識し，別紙概略図の

イ・ウ・カ・キ・イの各点を順次直線で結んだ範囲の土地は甲地の一部である

と信じていたし，そう信じることに過失は無い。Ｂの所有の意思を持った自主

占有は，平成１２年２月２日から時効完成時である平成２２年２月２日まで１

０年間継続している。 

 

[小問５] 

小問４におけるＢの時効取得の主張を阻止するため時効取得の民法上の要件を充足

しないことを主張する場合に，Ａは，どのような事実を主張すべきか，具体的に記載し

なさい。 

Ｂは，乙地の地積測量図に基づき，十分に注意を払って調査をしていれば，

乙地の地積測量図に記載されている石杭を別紙概略図のウ点とカ点で容易に発

見できた。それにも関わらず，Ｂは，父Ｍの話をうのみにして，ケヤキの切株

のあった別紙概略図のイ点とキ点の箇所だけを探して，石杭がなかったと判断

している。つまり，Ｂは，甲地と乙地との境界を間違って認識しており，占有

の開始時に悪意であったか，善意であったと信じることに過失があったと言う

べきである。よって，占有期間１０年の取得時効は成立しない。 
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第７回（平成 24年）特別研修記述式問題 
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第７回（平成 24年）特別研修記述式問題 
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第７回（平成 24年）特別研修記述式問題 

第２問  

認定土地家屋調査士であるＡは，Ｘからその所有する甲地とＹの所有する隣地乙地と

の間の境界紛争について相談を受けた。以下の各場合において，Ａは，Ｘの依頼を受け

て，Ｙに対する民間紛争解決手続の申立てを受任（弁護士との共同受任を前提とする。）

することができるか。結論と理由を分けて理由をそれぞれ１５０字以内で記載しなさい。 

 

１ ＡがＸから相談を受けた後に，Ａと共同で土地家屋調査士事務所を経営する認定土

地家屋調査士Ｂが，既にＹから甲地と乙地との境界紛争について，具体的かつ詳細な

相談を受けていたことが明らかになった場合。 

 

（結論欄） 

ＡはＸからの依頼を受けることに法的な制限はないが，避けるのが妥当である。 

 

 

（理由欄） 

ＢがＹから具体的かつ詳細な相談を受けていたとしても，土地家屋調査士法第２２条

の２の第３項第２項各号に抵触しない。しかし，ＡとＢは共同で事務所を経営しており，

民間紛争解決手続代理関係業務を受任することについてＸから不信感を持たれる要因と

なる。従って，受任を避けるのが妥当である。 

 

 

２ ＡがＸから相談を受けた後に，Ａと共同で土地家屋調査士事務所を経営する認定土

地家屋調査士Ｂが，既にＹから甲地及び乙地のいずれとも隣接しない丙地の分筆業務

の依頼を受けていることが明らかになった場合。 

 

（結論欄） 

ＡがＸからの依頼を受けることに，法的な問題ない。 

 

 

（理由欄） 

土地家屋調査士法２２条の２は，民間紛争解決手続の代理業務に関して業務を行えな

い事件を定めたものである。ＡとＢは土地家屋調査士法人社員ではないので法第２２条

の２の第２項第３項各号に抵触せず，またＢが受任したのは分筆手続であるので，Ａが

Ｘの依頼を受けることは可能である。しかし，依頼者に不信感を抱かせる可能性があり，

２２条の２の第３項ただし書きの趣旨に鑑み，Ｙの同意を得るのが望ましい。 
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第８回（平成 25年）特別研修記述式問題 

第１問 

別紙概略図の土地についての，別紙記載のＡとＢの言い分に基づいて，以下の各小

問に答えなさい。 

 

[小問１] 

認定土地家屋調査士Ｘが，Ａの代理人として，民間紛争解決手続としての調停を申

し立てようとする場合に（弁護士との共同受任を前提とする。）申立ての趣旨をどのよ

うに記載すべきか。簡潔に記載しなさい。 

 

[小問２] 

Ｂが，別紙概略図記載のア，オ，カ，エ，アの各点を順次直線で結んだ土地につい

て，Ａから所有権を取得したと主張する場合には，取得時効の主張以外にどのような具

体的事実を主張することが考えられるか，また，その主張を推認させる事実として，ど

のような主張をすべきか。箇条書で簡潔に記載しなさい。 

 

 [小問３] 

Ｂが，ア，イ，ウ，エ，アの各点を順次直線で結んだ土地について，平成１２年９月

１日を起算時とし，平成２２年９月１日の経過により完成する所有権の取得時効を主張

する場合に，民法上の要件としてどのような要件が必要となるか，箇条書で簡潔に記載

しなさい（民法上の推定規定があるものについても記載すること）。 

相手方は申立人に対し，別紙概略図のア・イ・ウ・エ・アの各点を順次直線で結

んだ範囲の土地を明け渡せ。 

・ＡとＤとが昭和２０年代に締結した土地賃貸借契約書には，乙地の面積は３０坪

と記載してあった。 

・平成８年８月，ＢはＡに「通路部分を通路として利用しないなら私に貸して欲し

い」とお願いし，同年９月１日以降，乙地に加え，別紙概略図のア・イ・ウ・エ・

アの各点を順次直線で結んだ範囲の土地の使用も開始した。 

・上記「通路部分」の土地の使用開始に伴い，地代も２万４千円から３万２千円に

増額された。したがって，「通路部分」は借地である。 

・平成１２年にＡから借地している部分の購入要請があった。 

・Ｂは，借地として使用していたところを購入した。 

・平成１２年にＡへ乙地と通路部分を含めた借地の売買代金として１，０００万円

支払った。 

・平成１２年にＢがＡから購入した土地の登記簿の地積が１２０㎡であり，乙地の

土地賃貸借契約書記載面積３０坪より増えているということは，「通路部分」も

含めて分筆しているはず。 

・平成１２年３月末以降，Ａに対し一切地代を支払っていないこと。 
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第８回（平成 25年）特別研修記述式問題 

 

[小問４] 

小問３において，取得時効の要件を満たすためには，Ｂは，どのような事実を主張し

なければならないか，箇条書で具体的に記載しなさい。 

 

[小問５] 

小問３において，Ｂが主張する取得時効の成立に対し，ＡがＢの占有開始時点におけ

る過失を主張する場合には，Ａは，どのような事実を主張しなければならないか，箇条

書で具体的に記載しなさい。 

 

・占有開始から所有の意思を持っていること。 

・占有が平穏かつ公然とされていること。 

・占有の開始時に所有者であると信じ，またそのことについて過失のないこと。 

・占有が１０年以上継続していること。 

・中断がないこと。 

・別紙概略図のア・イ・ウ・エ・アの各点を順次直線で結んだ範囲の通路部分の土

地を含めた乙地を平成１２年３月に売買により取得し，所有の意思を持って占有

を開始した。 

・平成１２年９月以降10年間，地代を支払っていない（平穏に占有している） 

・平成１２年にＢがＡから購入した土地の登記簿の地積が１２０㎡であり，乙地の

土地賃貸借契約書記載面積３０坪より増えていることから，「通路部分」も購入

対象土地であったと信じることに過失がないこと。 

・Ｂの所有の意思を持った占有は，平成１２年９月１日から時効完成時である平成

２２年９月１日まで１０年間継続していること。 

・平成８年９月以降，庭として排他的に使用を継続している。 

・通路部分の所有権者は私であり，Ｂは借地人に過ぎない。 

・売買契約書が作成されていない以上，購入対象土地の範囲が明確に特定，記載さ

れた書面等はなく，別紙概略図のア・イ・ウ・エ・アの各点を順次直線で結んだ

範囲の通路部分の土地を含むとは，Ｂの思い込みに過ぎない。 

・Ｂは，購入対象土地の範囲の現地確認を怠っている。 

・丙地があるので通路は売れないが，乙地は売っても良いと回答した。 

・境界標を設置した。（通路部分） 
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第８回（平成 25年）特別研修記述式問題 
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第８回（平成 25年）特別研修記述式問題 
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第８回（平成 25年）特別研修記述式問題 
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第８回（平成 25年）特別研修記述式問題 

第２問 

認定土地家屋調査士甲は，土地家屋調査士会主催の無料相談会において，Ｘから申し

立てられた民間紛争解決手続としての調停における対応について，Ｙから相談を受けた。

甲は，Ｙに対し，民間紛争解決手続としての調停制度の概要を説明した上で，ＸとＹと

の間における境界紛争の経緯を詳細に事情聴取し，Ｙに有利と思われる点，不利と思わ

れる点及びそれぞれの言い分を裏付ける資料を指摘し，Ｙが調停において自らの言い分

を十分に述べられるよう，助言をした。 

以下の各場合において，甲は，Ｘの求めに応じて民間紛争解決手続としての調停の申

立てを受任（ただし，弁護士との共同受任を前提とする。）することができるか。結論

とその理由とをそれぞれ１５０字以内で記載しなさい。 

 

(1) 甲は，知人から，隣地との境界に関する紛争で困っている人がいるので相談にの

ってやってほしいと頼まれた。甲は，本人（相談者）と面談したところ，本人は民

間紛争解決手続としての調停を申し立てたが専門家を頼んだ方がよいと聞いたの

で，知り合いの弁護士と共同で調停の代理人をお願いしたい，とのことであった。

以上の状況において，甲が事案を聴取するうちに，上記の無料相談会でＹから相談

を受けた事案と同一のものであり，相談者はＸであることが分かった場合。 

 

 

(2) (1)の２年後Ｘが再び甲を訪ねて来た。Ｘによると，上記の境界に関する紛争は，

ＸＹ間において，「Ｙ所有の建物がＸの所有地に越境していることを確認し，将来

Ｙが建物を改築するときに，越境部分の建物を収去してＸに土地を明け渡す。」旨

の和解が成立した後，現在Ｙの改築を待っている，とのことであった。以上の状況

において，甲がＸから，Ｘが別の場所に所有する土地とその隣地にＺが所有する土

地との間で新たに発生した境界に関する紛争について，民間紛争解決手続としての

調停の申立てを依頼された場合。 

（結論欄） 

甲はＸからの依頼を受けることは出来ない。 

（理由欄） 

土地家屋調査士法第２２条の２の第２項第２号の規定により，筆界特定手続代理

関係業務又は民間紛争解決手続代理関係業務に関するものとして相手方の協議を

受けた事件で，その協議の程度及び方法が信頼関係に基づくと認められるため。 

（結論欄） 

甲はＸからの依頼を受けることは避けるべきである。ただし，受任している事件

の依頼者が同意した場合は，この限りでない。 
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第８回（平成 25年）特別研修記述式問題 

 

 

（理由欄） 

和解契約履行前では，紛争が完全に解決したとは言えない。従って，認定土地家

屋調査士の業務受託に制限を課している土地家屋調査士法第２２条の２における

利害関係が，なおＸとＹとの間に存続しているとも考えられ，同条第２項第３号の

規定が適用されないとは言い切れないから。 
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第９回（平成 26年）特別研修記述式問題 

第１問 

別紙概略図の土地について，別紙記載のＡ及びＢの言い分に基づき，以下の各小問

に答えなさい。なお，別紙概略図は，甲土地，乙土地及び丙土地の現況を表している。 

 

[小問１] 

認定土地家屋調査士Ｘが，Ａの代理人として，平成２６年４月時点において，Ｂを

相手方とする民間紛争解決手段としての調停を申し立てようとする場合に（弁護士との

共同受任を前提とする。），申立の趣旨をどのように記載すべきか。簡潔に答えなさい。 

 

[小問２] 

小問１で回答した申立の趣旨は，Ｂに対するどのような法的請求か，簡潔に記載し

なさい。 

 

 [小問３] 

Ｂは，Ａの民間紛争解決手段としての調停の申立てに対して，時効取得以外にどの

ような主張ができるか，具体的に記載しなさい。 

 

[小問４] 

Ｂが，丙土地について，平成１６年１月３１日を起算点とし，平成２６年１月３１日

の経過により完成する所有権の時効取得を主張する場合，民法上の要件としてどのよう

な要件が必要となるか，箇条書きで簡潔に記載しなさい（民法上の推定規定があるもの

についても記載すること）。 

相手方は申立人に対し，別紙概略図上の戊倉庫を収去し，別紙概略図オ，キ，ケ，

エ，オの各点を順次直線で結んだ土地（丙土地）を明け渡せ。 

所有権に基づく返還請求権としての土地明渡請求権。 

別紙概略図オ，ク，ウ，エ，オの各点を順次直線で結んだ土地（乙土地及び丙土

地）を購入するというＡとの合意内容に基づき，平成１５年１２月２５日の購入に

関する覚書を締結し，平成１６年１月３１日に売買代金を支払った。 

従って，ＢはＡに対して，売買契約に基づき，乙土地及び丙土地の引渡義務の履

行を請求する。 

 

・占有開始から所有の意思を持っていること。 

・占有が平穏かつ公然とされていること。 

・占有の開始時に所有者であると信じ，またそのことについて過失のないこと。 

・占有が１０年以上継続していること。 

・中断がないこと。 
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第９回（平成 26年）特別研修記述式問題 

[小問５] 

小問４において，短期１０年の時効取得の要件を満たすためには，Ｂは，どのような

事実を主張しなければならないか，具体的に記載しなさい。 

 

[小問６] 

小問４において，Ｂが主張する取得時効の成立に対し，Ａが，Ｂの主張する取得時効

を争う場合，どのような具体的事実を主張しなければならないか，箇条書きで記載しな

さい。 

南側の土地全部を購入するというＡとの合意内容に基づき，平成１５年１２月２

５日の購入に関する覚書を締結し，平成１６年１月３１日に売買代金を支払い，所

有の意思を持って，別紙概略図オ，ク，ウ，エ，オの各点を順次直線で結んだ土地

（乙土地及び丙土地）の占有を開始した。 

別紙概略図キ，ケの線上に設置していたコンクリートブロックを撤去したこと，

平成１８年６月１日に倉庫を建築したことについて，Ａから文句を言われたことが

なかった。 

別紙概略図オ，キ，ケ，エ，オの各点を順次直線で結んだ土地（丙土地）は，駐

車場の通路として使用されていたので，覚書記載の「南側駐車場部分」とは，別紙

概略図オ，ク，ウ，エ，オの各点を順次直線で結んだ土地（乙土地及び丙土地）を

指し，両土地合計で約９０平方メートルであると認識していた。 

Ｂの所有の意思を持った占有は，平成１６年１月３１日から時効完成時である平

成２６年１月３１日まで１０年間継続していること。 

・月極駐車場として使用していたのは，別紙概略図キ，ク，ウ，ケ，キの各点を順次

直線で結んだ土地（乙土地）であり，別紙概略図キ，ケを結んだ線上には，高さ２

０センチメートルのコンクリートブロックが間隔を空けて設置してあり，駐車場の

範囲が現況において明確であったこと。 

・平成１５年１２月２５日締結の覚書には，「全体土地の南側駐車場部分約９０平方

メートルを売却する」と記載されていて，面積が特定されていること。 

・Ｂが購入する土地は９０平方メートルでよいとＢが言ったこと。 

・ＡはＢと一緒に，別紙概略図キ，ケの各点を結ぶ線上に並んでいるコンクリートブ

ロックを確認し，分筆及び売却の範囲を話していること。 

・別紙概略図キ，ク，ウ，ケ，キの各点を順次直線で結んだ土地（乙土地）の不動産

登記簿上の面積はほぼ９０平方メートルであり，覚書の記載と合致していること。 

・別紙概略図オ，キの直線上に塀等はなく，また，別紙概略図ア，イ，ク，カ，アの

各点を順次直線で結んだ土地（甲土地）に建っているアパートの住人が南側にある

鉄道の最寄り駅に行く時などの通路として別紙概略図オ，キ，ケ，エ，オの各点を

順次直線で結んだ土地（丙土地）を使用していたものであり，平成１６年１月３１

日の占有開始から平成１８年６月１日の倉庫の建築まで間は，Ｂの占有の範囲が明

確ではなく，公然性を欠くものであり，平成１６年１月３１日を起算日とする占有
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期間１０年の取得時効は成立していない。 

・別紙概略図オ，キ，ケ，エ，オの各点を順次直線で結んだ土地（丙土地）の登記名

義が，Ａのままであること。 
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第２問 

認定土地家屋調査士Ｘは，Ａから，Ａの所有する甲地とＢの所有する乙地の筆界につ

いて筆界特定の手続についての代理を依頼されたが，Ａから，Ｂとの話し合いで解決を

する見通しとなったので依頼を解消したい，という申出を受けた。 

その後しばらくして，Ｘは，Ｂから，「Ａから私に対して甲地と乙地との筆界につい

て民間紛争解決手続の申立を受けたので，Ｙ弁護士と共同で，民間紛争解決手続につい

ての代理をしてほしい。」との依頼を受けた。 

以下の（１）及び（２）の場合に，ＸはＢからの民間紛争解決手続代理関係業務を受

任することができるか。結論と理由を分けて理由をそれぞれ１５０字以内で記載しなさ

い。 

 

(1) Ｘが業務を中止したのが，現地を調査する手筈を整えたが，関係者及びＡから事 

情聴取していなかった段階であった場合。 

 

 

（２）Ｘが業務を中止したのが，現地を調査し，Ａから提供を受けた関係資料を精査し，

Ａから筆界に関する事情を聴取して，筆界特定の申請書を作成した段階であった場合。 

 

 

（結論欄） 

ＸはＢからの依頼を受けることは出来るが，避けた方が良い。 

（理由欄） 

本件事案は，土地家屋調査士法第２２条の２の第２項第２号に規定する，筆界特

定手続代理関係業務又は民間紛争解決手続代理関係業務に関するものとして相手

方の協議を受けた事件で，その協議の程度及び方法が信頼関係に基づくと認められ

ないため。 

（結論欄） 

ＸはＢからの依頼を受けることは出来ない。 

（理由欄） 

本件事案は，土地家屋調査士法第２２条の２の第２項第１号の規定により，筆界

特定手続代理関係業務又は民間紛争解決手続代理関係業務に関するものとして相

手方の協議を受けて賛助し，又はその依頼を承諾した事件に該当するため。 
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